
原子力災害対策特別措置法の改正案  

 
平成２４年１月２３日 

 

１．原 子 力 災 害 予 防 対 策 の充 実  

（１）原 子 力 事 業 者 の防 災 対 策 ・訓 練 の強 化  

 原 子 力 事 業 者 の防 災 訓 練 の実 施 状 況 を国 が確 認 し、必 要 な改 善 等

を命 令 することができることとし、違 反 した場 合 の罰 則 等 も措 置 する。 

 

（２）原 子 力 災 害 対 策 重 点 区 域 （いわゆるＥＰＺ）見 直 しへの対 応  

 原 子 力 事 業 者 が防 災 業 務 計 画 の協 議 や事 故 事 象 の通 報 等 を行 うべ

き関 係 周 辺 都 道 府 県 知 事 の要 件 を改 正 する。 

 

２．原 子 力 緊 急 事 態 における原 子 力 災 害 対 策 本 部 の強 化  

（１）副 本 部 長 ・本 部 員 の増 員  

 全 ての国 務 大 臣 を本 部 員 とし、副 大 臣 のみならず大 臣 政 務 官 も本 部

員 に任 命 可 能 とするとともに、本 部 長 （内 閣 総 理 大 臣 ）を支 える副 本 部 長

（環 境 大 臣 ）も増 員 可 能 にする。 

 

３．原 子 力 緊 急 事 態 解 除 後 の事 後 対 策 の円 滑 化  

（１）原 子 力 災 害 対 策 本 部 による事 後 対 策 の推 進  

 原 子 力 緊 急 事 態 解 除 後 も引 き続 き原 子 力 災 害 対 策 本 部 を存 置 し、

事 後 対 策 の推 進 のための本 部 長 による各 省 ・自 治 体 等 への指 示 権 等 を

確 保 する。 

※  自治体の災害対策本部も併せて存置し、原子力災害事後対策を実施。  
 

（２）市 町 村 長 による避 難 指 示 等 の存 置  

 残 留 する放 射 性 物 質 から住 民 の安 全 を確 保 するため、市 町 村 長 による

避 難 指 示 や立 入 制 限 等 を行 うことができることとする。 

 

４．原 子 力 防 災 指 針 の法 定 化  

 環 境 大 臣 による原 子 力 防 災 指 針 の策 定 を法 定 化 し、各 府 省 ・自 治 体

等 に よ る原 子 力 災 害 対 策 の 実 施 に 係 る専 門 的 ・ 技 術 的 事 項 を 規 定 す

る。 

資料２ 


